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2019 年 5 月 7 日 
 

調査レポート 
 

今月のグラフ（2019 年 5 月） 
生産性向上につながる「働き方改革」が求められる 

 

調査部長 中塚 伸幸 
 

令和時代が始まった。新しい時代にわが国が対処すべき課題は多岐に亘るが、とりわけ生産年齢人口が減

少するなかで、労働力人口をできるだけ維持し、かつその潜在力を最大限に発揮させることは、最重要課題

の一つといえるであろう。 

ここ数年を振り返ると、２０１２年から１８年までの６年間で雇用者は４３５万人増えた。このうち、３

０４万人は非正規の増加であったが、正規の雇用者も１３１万人増えている。長く減少傾向にあった正規の

雇用者は、２０１４年をボトムに増加に転じている（図表１）。また、非正規の雇用者は増加しているもの

の、非正規でいる理由として「自分の都合のよい時間に働きたいから」という人が増加する一方で、「正規

の職がないから」という人は減少が続いている。非自発的に非正規となっている人は減少傾向にあり、この

点からも雇用状況は改善していると評価できるだろう。つまり、少子高齢化の進展で生産年齢人口が同じ６

年間に４７０万人減少した状況下にあって、多様な働き方を許容することで女性や高齢者の労働参画が拡大

し、雇用者数が増加したことは、平成終盤の大きな成果であったといえる。 

しかし、これからの時代は、引き続き労働参加の拡大で労働力人口の減少をできるだけ抑えることに加え

て、労働の需要と供給のミスマッチをできるだけ解消し、限られた労働力を最大限に活用することがより強

く求められる。具体的には、生産性の低い分野から高い分野へスム－ズに労働力を移行させること、すなわ

ち雇用の流動性を高めることがますます重要になる。 

雇用の流動性を示す一つの指標として、「転職入職率」すなわち「常用雇用者に占める転職者（１年以内

に転職した人）の割合」をみてみると、過去十数年、小幅に変動しているものの概ね１０％前後の水準で推

移しており、大きな変化はみられない（図表２）。この指標からすると、流動化はまだ限定的だといえよう。

もちろん、雇用の安定性確保は消費マインドを維持するうえできわめて重要であり、いちがいに転職活発化

が良いというわけではない。しかし、成長業種への人材供給を高めるうえでは、労働市場に柔軟性を持たせ、

前向きな転職を容易にすることも必要であろう。そのために、年功賃金の再考や、スキル教育の充実など、

雇用のあり方全体の見直しが欠かせない。「働き方改革」は、長時間労働の是正やテレワークなど多様な勤

務形態の許容にとどまらず、生産性向上に繋がる実効性ある対応が望まれる。新卒一括採用の見直しなど新

たな動きも出てきており、今後の進展に期待したい。 
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－ ご利用に際して －  

 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあ

りません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリ

サーチ＆コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 
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（図表２） 「転職入職率」の推移（％）

（年）（注）「転職入職率」は常用雇用者数に対する転職入職者数の割合

「転職入職者」は入職前１年間に就業経験のある人

（出所）厚生労働省「雇用動向調査」
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（図表１） 雇用者数の推移
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（注）役員を除く雇用者、各年平均

（出所）総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」


